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◆2012年7月22日(日)しんぶん赤旗
伊方原発上空飛ぶ危険 オスプレイ 普天間～岩国間で訓練
８８年 間近に米ヘリ墜落
（写真）伊方原発。×がＣＨ53Ｄヘリの第１衝突点。その後、山頂を越えて反対側
に飛び越えた
https://www.jcp.or.jp/akahata/aik12/2012-07-22/2012072201_01_1.html



●「経済産業省原子力安全・保安院課長通知（平成13年4月2日付けNISA-
181a-02-3）に基づく原子力施設上空の飛行を認めた場合の連絡」として、「施
設付近上空の航空機飛行確認連絡票」を、原子力事業者は報告を国にあげる
ことになっている。
●原子力規制委員会は「玄海原子力発電所上空を航空機が飛行した旨の連
絡を受領」として、連絡票をホームページで公開。

●航空法（昭和２７年法律第２３１号）
（飛行の禁止区域）第八十条 航空機は、国土交通省令で定める航空機の飛行
に関し危険を生ずるおそれがある区域の上空を飛行してはならない。

●運輸省航空局長通達 （昭和四十四年七月五日付）

「原子力関係施設上空の飛行規制について」

１ 施設付近の上空の飛行は、できる限り

避けさせること。

※ 国土交通省航空局長通達「原子力施設上空の飛行規制について」
（平成十三年十月十六日付）＝同内容



http://www.clearing.mod.go.jp/kunrei_data/f_fd/

1968/fz19690206_00059_000.pdf

自衛隊の通達



■在日米軍による低空飛行訓練について
平成11年1月14日、日米合同委員会は、在日米軍

による低空飛行訓練について別紙を公表することに
合意した。

なお、日米両国政府は、今後、必要に応じ、低空飛
行訓練について協議していくこととなっている。

「在日米軍の航空機は、原子力エネルギー施設や民
間空港などの場所を、安全かつ実際的な形で回避し、
人口密集地域や公共の安全に係る他の建造物（学
校、病院等）に妥当な考慮を払う。」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/rem_hikou.html

在日米軍についての日米合意



３．飛来物（航空機落下等）については、「実用発電用原子炉施設へ
の航空機落下確率の評価について（平成 14･07･29 原院第 4 号）」等
に基づき、航空機落下確率を評価した結果、

３号炉は 約 6.4×10 -8回/炉･年、
４号炉は 約 5.9×10 -8回/炉･年であり、

防護設計の要否判断の基準である

10 -7回/炉･年を超えないため（1000万分の１以下）

航空機落下による防護については、
設計上考慮する必要はない。

https://www.nsr.go.jp/data/000126300.pdf

航空機落下確率 －玄海原発審査書p81（通しページ：221）



(３)航空機落下及びテロの

未然防止に関する事項

① 航空機落下のリスク低減の

ため、原子力施設周辺上空の飛

行禁止及び飛行禁止区域周辺

の航空機の飛行に係る最低安

全高度の設定について、早急に

法制化又は諸規制を行うこと。


